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核戦争防止石川医師の会

　東京電力福島第一原子力発電所の事故は最悪のレベル７に評価されることになった。３月11日の地震と大津波の被害に加え、原発事故の収束が長引くなかで放射能の人体への影響に対する不安と恐怖は被災地の住民のみならず、国内外に高まりつつある。

　核戦争を防止する石川医師の会は、ノーモア・ヒロシマ、ノーモア・ナガサキ、ノーモア・ヒバクシャをかかげて運動を進めてきた被爆者の心情に共感し、人間の生命と健康をまもるために核戦争を防止し、核兵器を廃絶するために市民のみなさんと活動を進めてきた。

私たちは今回の事故による放射能汚染が極めて深刻な事態になることを懸念している。政府はモニタリング結果を医用レントゲン検査時の数値と並べて「ただちに人体に影響するレベルでない」としてきたが、揮発性の高いヨウ素131、セシウム137，134、などが早期に大量に放出され、拡散したこと、事故現場にはウラン、ストロンチウム、プルトニウムなど大量の放射性物質で汚染されていることは明らかである。

4月12日になって原子力安全・保安院と原子力安全委員会は今回の事故で大気中に放出された放射性物質総量は数十万ベクレルに達していると報告したが、政府が安全・安心を言いたいがために都合のよいデータのみを公表し、かえって被災住民・国民の不安・恐怖を増大させ、放射能被曝と汚染被害の拡大をまねいていること、さらに急性の外部被曝のみに矮小化して未来の子供たちに影響を与える内部被曝については取り上げていないことに強い憤りを覚える。

　核戦争を防止する石川医師の会は、今回の事故による放射能被害の拡大を防ぎ、再び同様の事故を絶対起こさないために、政府と東京電力、石川県、北陸電力に以下の点を強く要望する。

記

（１）政府・東京電力は最悪の事態である炉心溶融・再臨界を避けるために国内外の専門家・技術者の総意を集めて事故収束を図ること。

（２）政府は緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステムをフル稼動させ、積算外部被曝放射線量を公表するとともに退避などの具体的な被曝回避計画設定、住民への説明、実施を行うこと。

（３）石川県・北陸電力は志賀原子力発電所の運転再開を中止すること。

（４）各関係機関は核兵器に転用されうるプルトニウムをはじめ、処理不能の放射性物質を大量に生み出す原子力発電計画を即刻中止すること。そして電力の需要を見直し、国内外で取り組み始められている再生可能な自然エネルギーの活用政策を早急に検討すること。

　
